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政府エネルギー需給構造強靭化総合計画への省エネルギー施策提言 
 

昨年の第 7 次エネルギー基本計画決定の時点から国際情勢は大きく変動し、我が国のエネ
ルギーを取り巻く環境も激変しています。ホルムズ海峡の閉鎖による社会混乱は、資源を持
たない我が国のエネルギーの多様化と安定供給の重要さを改めて認識させました。 
今、政府が改めてエネルギー需給強靭化に向けての検討を行うにあたり、積極的な財政出動
と物価対策の大きな柱として、革新的な省エネルギーの推進を実行することを提言します。 
 
1. 照明分野における LED 化の完全実施 

2012 年の政府「あかり未来計画」の閣議決定以来推進されてきた LED 化が 2027 年の蛍
光管製造禁止に向けて最終局面を迎えているが、中国のレアアース規制問題も含めてその達
成には困難な状況があることから以下の施策を提言します。 
◯ LED 照明のサプライチェーン問題の解決に向けた施策の実行。 
◯社会基盤となる灯りを護るための諸施策の実行。 
◯電気料金高騰対策、物価高対策としての LED 化への補助金制度、交付金制度の実現。 
◯中小零細企業、困窮世帯への LED 化融資制度の実現。 

 
2. コールドチェーン、空調分野の冷媒ガス転換による国家的省エネルギーの推進 

冷凍冷蔵分野及び空調分野における冷媒ガスの脱フロン化を推進することにより、革新的
な省エネルギー成果を上げることで、社会コストの削減と地球温暖化問題への画期的な進展
を図ることができます。特に莫大な電力を消費している空調分野においては自然冷媒ガスへ
の交換により 3 割から 6 割の電力消費が削減されることが実証されていることから、電気料
金高騰対策、物価高対策への大きな柱となることが期待されています。 
◯脱フロン法の早期制定による地球温暖化ガスの廃絶。 
◯自然冷媒ガスの普及促進に向けた施策の実現。 
◯冷蔵冷凍・空調分野での自然冷媒ガス転換への補助制度、交付金制度の実現。 
◯中小企業への冷媒ガス転換の融資制度の実行。 
◯国産自然冷媒、ガス研究開発への助成。 
◯政府施設での率先的導入。 
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